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京都市右京区太秦上刑部町10番地

特定事業者の

主たる業種 印刷業

該 当す る事業

者要件
マ 京都府地球温暖化対策条例施行規貝」第10条第1号該当事業者 (大規模エネルギー使用事業者 (原油に換

算 して1,500キロリットル以上))                 ｀
京都府地球温暖化対策条例施行規則第10条第2号又は第3号該当事業者 (大規模運送事業者 (トラック

又はバス100台以上/タ クシー150台以上/鉄 道車両150両以上)
京都府地球温暖化対策条例施行規貝」第 10条 第 4号 該当事業者 (その他の温室効果ガスの大規模排出
事業者 (二酸化炭素に被算 して3,000トン以上))

ｆ

　

ｒ

計 画 期 匿 平成 18 年 4 月 平成  20 年   3  月

基 本 方 針 DNPグループは、ほられた地球環境のなかで持続的に経済社会を発展させ、循環型社会を形成していくために、環境法規の連守はもとより、
あらゆる事業活動において環境との関わりを認識し、環境への負荷を低減する。

推 進 体 制 全社組織:大日本印帰」カレープ環境委員会 事業部組織:関西包装カレープ環境委員会

年度 ことの具

体的な取組及
び措置

1 8～ 1 9 事務部門 省エネOA機 器への更新 (被写機 FAX寄 )

18～ 1 9 製造 ・事務部門 田正空SS機への変更 〈過剰空細な技抑 を通正な空諏枝に変更す る)

18～ 1 9 製造部門 製造ラインの稼働 率を向上 (MAX歩 留 り活助のすに進)

18～ 1 9 製造部門 省エネ機おの設置及びI新 〈ヨンプレンサ~ヽ 冷求磯、ポイラ守)

1 3 研究部門 フツークーツング設仰の放置によリガスの使用量を自u減する (冷求機の停止)

温室効果ガス
の排出畳等 排出区分

基 準年度 (実頑 ,

(平成17)年度
(二酸化炭無換第 てt))

日楳午真 (計回)

(平成19)年 度
(二酸化炭素張算 〈t)) 咋鉤∽A事 業所等排出区分 38,568 948 t 38,542 t -00'%

B輸 送車両排出区分 t t
e/n

cそ の他排出区分 14,455 4 t 14,450 t -004%

りF出合計 Ⅲ1          53,024 348  t Ⅲ2             52,992 t -006%

その他の地球
温暖化対策に
よる温室効果
ガスの肖」減量

等

対策等の区分
目標年度 (計画

(二酸化炭景批算 (t

林 の保全及び整備 (望姉r4積) (吸収量) |

府内産の木材の利用 ( 利用曇) n■] いJ減逮) t

自然エネルギーを利用した電
力又は熱の供給

(完電曇) kvh (削減畳) t

〈熟供給量) ハし (Hり減工) t

グリーン電力の購入 〈叫入曇) kAth 〈H」滅量) t

削減量等合計 t

差引排出量

くリト出合計―印賊今合刑〕

基準年度 (実績) 目標年度 (計画) 削減率 (計画)

Ⅲ1          53 024 348  t ●タト(3)          52,992 t ―r1 06 %

特 記 事 項 【DNPカ レープロ標】

l C02排 出望原単位を年1%改 善じ2010年までに2004年度比6%肖」減する

2原 材料Bt入額に占める当社グリーン購入基準該当品比率を2010年度までに40%ま でアンプする

3事 務用品 備品等購入総額に占めるエコマーク等環境ラベル認定品の購入比率を2010年度までに50%ま でアップする

運 絡 究 担 当 部 暑

担 当 者 氏 名

住 所

電  話  1 番  号

フ ァ ク シ ミ リ番 号

注 1該 当する口には レ印を記入してください。4t定す栞を以外で自主参71eされるJ「業者の方は レ印の記入は不要で抗

2「 と摯年度Jと は計皿別側の前年度を、 「自標年度Jと は計画加rHnの姓終年度をいいます。

3 rす 栄所年排出区分Jと , 京 都府内の■業所年のす染活動のためのエネルギーの従加に14い発生する減生効果ガスを、 「輸送=両排出区分Jと
は 自動■運送J十栄者については使用の本拠の位世を京都府内とする=両 のllr出する祝室///」呆〃スを、以遭守栄者については保有する貨物Ⅲ両又
は1そを'両 の排出する温皇功呆ノスを、 「その他ll出区分Jと は、上記以外の京都lrl内におけるll茉所年の寸業活Illに伴い発生する「三功呆ノス
をいいまi

4 「特記事項Jに は 平 成2年度 (1990年 度)を基tfとした排出との対比やエネルギー源単位CO加 出量、省エネ製品D月発などlL者の温室効
果ガス排出nⅢ滅への貫蹴tグ リーン制達の採用 4r定フtlンなどの条例指定タトのlE室効果ノスの高り滋などを記入してください。


